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３ 余震の規模の設定のための本震と余震の規模の関係について 

 

本震と最大余震規模の差については，本震の規模に依存しないこ

とが知られている（古本（2005））。例えば宇津（1957）では，日本

で発生した地震について，本震，最大余震規模の差と本震規模の関

係を第 1 図のとおり示し，両者の関係は低いことを指摘している。 

したがって，本震規模を M0，最大余震規模を M1，両者の差を D1

とすれば，D1 は本震規模に依存しない定数になることから，最大余

震規模 M1 は下記の１次式で表現できる。 

M1＝M0－D1 

最大余震規模の評価式は，上式を当てはめた回帰分析により D1

を求めることで得られる（第 2 図）。このように，最大余震規模の

評価式は，地震学的知見を踏まえた上で定式化した。 

 

第 1 図 本震規模と最大余震規模の差と本震規模の関係 

（宇津（1957）に一部加筆）  

横軸：本震の規模  
縦軸：本震と最大余震の規模の差
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第 2 図 本検討における本震規模と最大余震規模の関係 

 

ここからは，本震と最大余震の規模の関係について，念のため 1

次式以外の式を用いた場合の確認を行う。ここでは，第 2 図のデー

タ分布形状を参考に 2 次曲線で回帰を行う。その結果を第 3 図に示

す。2 次曲線で回帰した場合，最大余震規模 M1 は，本震規模 M0 が

およそ 8.5 を超えるとそれ以上本震規模が大きくなっても余震規模

は大きくならない関係となっている。このような余震規模の頭打ち

については地震学的知見からは考えにくい。 

以上のことから，最大余震規模の評価については 1 次式を用いる

ことが妥当であることを確認した。 
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M1＝M0－ D1 
M1＝M0－ D1＋σ  
（ここで D1:1. 4，σ : 0 . 5）

網掛け：M1（余震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ）≧M0（本震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ）となる領域  
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第 3 図 本震規模と最大余震規模の関係（2 次式） 
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2 次式（平均）  
2 次式（平均＋σ ,σ =0.4）

網掛け：M1（余震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ）≧M0（本震 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ）となる領域  


